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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成22年６月18日に提出いたしました第32期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）有価証券

報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提

出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

　第一部 　企業情報

　   第５　　経理の状況

　　   １　　連結財務諸表等

　　  　(1)　連結財務諸表

　　　   　　注記事項

　　　   　　（リース取引関係）

　   　２　　財務諸表等

　  　　(1)　財務諸表

　   　　　　注記事項

　　   　　　（リース取引関係）

 

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　

第一部 【企業情報】

第５ 【経理の状況】

１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

【注記事項】

(リース取引関係)
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(訂正前)

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　リース

物件の

所有権

が借主

に移転

すると

認めら

れるも

の以外

のファ

イナン

ス ・

リース

取引及

びリー

ス取引

に関す

る会計

基準適

用初年

度開始

前の所

有権移

転 外

ファイ

ナンス

・リー

ス

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残

高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失累
計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

航空機 29,427,1628,991,0895,441,63714,994,436

工具、器
具
及び
備品

44,86117,947 ― 26,914

機械装
置及び
運搬具

53,74323,399 ― 30,343

合計 29,525,7689,032,4365,441,63715,051,694

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残

高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失累
計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

航空機 29,427,16211,443,3525,441,63712,542,172

機械装
置及び
運搬具

5,043 3,803 ― 1,240

合計 29,432,20511,447,1555,441,63712,543,412

 

　 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース

資産減損勘定期末残高

　　未経過リース料期末残高相当額

一年内 2,553,951千円

一年超 18,224,948千円

合計 20,778,899千円

 
　　リース資産減損勘定期末残高

5,441,637千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース

資産減損勘定期末残高

　　未経過リース料期末残高相当額

一年内 2,512,804千円

一年超 15,673,410千円

合計 18,186,214千円

 
　　リース資産減損勘定期末残高

4,782,246千円
 

　 (3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失

 
支払リース料 2,638,933千円

減価償却費相当額 2,467,250千円

支払利息相当額 247,772千円
　

減損損失 5,441,637千円

(3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額、支

払利息相当額及びリース資産減損勘定の取

崩額

支払リース料 2,624,756千円

減価償却費相当額 2,453,255千円

支払利息相当額 221,689千円
　

リース資産減損勘
定の取崩額

659,390千円

 
　 (4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

    同左
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　 (5) 利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への分配方法

については利息法によっております。

 

(5) 利息相当額の算定方法

    同左

 

２ 　 オ ペ

レ ー

ティン

グ ・

リース

取引

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能

のものに係る未経過リース料

一年内 8,799,729千円

一年超 82,186,685千円

合計 90,986,415千円

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能

のものに係る未経過リース料

一年内 9,869,058千円

一年超 64,921,706千円

合計 74,790,764千円
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(訂正後)

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　リース

物件の

所有権

が借主

に移転

すると

認めら

れるも

の以外

のファ

イナン

ス ・

リース

取引及

びリー

ス取引

に関す

る会計

基準適

用初年

度開始

前の所

有権移

転 外

ファイ

ナンス

・リー

ス

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残

高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失累
計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

航空機 29,427,1628,991,0895,441,63714,994,436

工具、器
具
及び
備品

44,86117,947 ― 26,914

機械装
置及び
運搬具

53,74323,399 ― 30,343

合計 29,525,7689,032,4365,441,63715,051,694

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残

高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失累
計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

航空機 29,427,16210,790,5545,441,63713,194,971

機械装
置及び
運搬具

5,043 3,803 ― 1,240

合計 29,432,20510,794,3575,441,63713,196,211

 

　 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース

資産減損勘定期末残高

　　未経過リース料期末残高相当額

一年内 2,553,951千円

一年超 18,224,948千円

合計 20,778,899千円

 
　　リース資産減損勘定期末残高

5,441,637千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース

資産減損勘定期末残高

　　未経過リース料期末残高相当額

一年内 2,512,804千円

一年超 15,673,410千円

合計 18,186,214千円

 
　　リース資産減損勘定期末残高

4,782,246千円
 

　 (3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失

 
支払リース料 2,638,933千円

減価償却費相当額 2,467,250千円

支払利息相当額 247,772千円
　

減損損失 5,441,637千円

(3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額、支

払利息相当額及びリース資産減損勘定の取

崩額

支払リース料 2,624,756千円

減価償却費相当額 1,800,457千円

支払利息相当額 221,689千円
　

リース資産減損勘
定の取崩額

659,390千円

 
　 (4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

    同左
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　 (5) 利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への分配方法

については利息法によっております。

 

(5) 利息相当額の算定方法

    同左

 

２ 　 オ ペ

レ ー

ティン

グ ・

リース

取引

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能

のものに係る未経過リース料

一年内 8,799,729千円

一年超 82,186,685千円

合計 90,986,415千円

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能

のものに係る未経過リース料

一年内 9,869,058千円

一年超 64,921,706千円

合計 74,790,764千円

 

　

EDINET提出書類

日本貨物航空株式会社(E04277)

訂正有価証券報告書

6/9



　

２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

【注記事項】

(リース取引関係)

(訂正前)

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　リース物件の所有権

が借主に移転する

と認められるもの

以外のファイナン

ス・リース取引及

びリース取引に関

する会計基準適用

初年度開始前の所

有権移転ファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

航
空
機

29,427,1628,991,0895,441,63714,994,436

工
具、
器
具
及
び
備
品

44,86117,947 ― 26,914

車
輌
運
搬
具

53,74323,399 ― 30,343

合計 29,525,7689,032,4365,441,63715,051,694

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

航
空
機
29,427,16211,443,3525,441,63712,542,172

車
輌
運
搬
具

5,043 3,803 ― 1,240

合計29,432,20511,447,1555,441,63712,543,412

 

　 (2) 未経過リース料期末残高相当額及

　びリース資産減損勘定期末残高

  未経過リース料期末残高相当額

一年内 2,553,951千円

一年超 18,224,948千円

合計 20,778,899千円

　リース資産減損勘定期末残高
　　　　　　　　　　　5,441,637千円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額及

　びリース資産減損勘定期末残高

  未経過リース料期末残高相当額

一年内 2,512,804千円

一年超 15,673,410千円

合計 18,186,214千円

　リース資産減損勘定期末残高
　　　　　　　　　　　4,782,246千円

　 (3) 当期の支払リース料、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 2,638,933千円

減価償却費相当額 2,467,250千円

支払利息相当額 247,772千円

減損損失 5,441,637千円

(3) 当期の支払リース料、減価償却費相

当額、支払利息相当額及びリース資

産減損勘定の取崩額

支払リース料 2,624,756千円

減価償却費相当額 2,453,255千円

支払利息相当額 221,689千円

リース資産減損

勘定の取崩額
659,390千円

 

　 (4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

    同左

　 (5) 利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への分配方法については利息法

によっている。

 

(5) 利息相当額の算定方法

    同左
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２　オペレーティング・

リース取引

オペレーティング・リース取引のうち、解

約不能のものに係る未経過リース料

一年内 8,799,729千円

一年超 82,186,685千円

合計 90,986,415千円

オペレーティング・リース取引のうち、解

約不能のものに係る未経過リース料

一年内 9,869,058千円

一年超 64,921,706千円

合計 74,790,764千円
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(訂正後)

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　リース物件の所有権

が借主に移転する

と認められるもの

以外のファイナン

ス・リース取引及

びリース取引に関

する会計基準適用

初年度開始前の所

有権移転ファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

航
空
機

29,427,1628,991,0895,441,63714,994,436

工
具、
器
具
及
び
備
品

44,86117,947 ― 26,914

車
輌
運
搬
具

53,74323,399 ― 30,343

合計 29,525,7689,032,4365,441,63715,051,694

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

航
空
機
29,427,16210,790,5545,441,63713,194,971

車
輌
運
搬
具

5,043 3,803 ― 1,240

合計29,432,20510,794,3575,441,63713,196,211

 

　 (2) 未経過リース料期末残高相当額及

　びリース資産減損勘定期末残高

  未経過リース料期末残高相当額

一年内 2,553,951千円

一年超 18,224,948千円

合計 20,778,899千円

 
　リース資産減損勘定期末残高
　　　　　　　　　　　5,441,637千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額及

　びリース資産減損勘定期末残高

  未経過リース料期末残高相当額

一年内 2,512,804千円

一年超 15,673,410千円

合計 18,186,214千円

 
　リース資産減損勘定期末残高
　　　　　　　　　　　4,782,246千円
 

　 (3) 当期の支払リース料、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 2,638,933千円

減価償却費相当額 2,467,250千円

支払利息相当額 247,772千円

減損損失 5,441,637千円

(3) 当期の支払リース料、減価償却費相

当額、支払利息相当額及びリース資

産減損勘定の取崩額

支払リース料 2,624,756千円

減価償却費相当額 1,800,457千円

支払利息相当額 221,689千円

リース資産減損

勘定の取崩額
659,390千円

 

　 (4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

    同左

　 (5) 利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への分配方法については利息法

によっている。

 

(5) 利息相当額の算定方法

    同左

 

２　オペレーティング・

リース取引

オペレーティング・リース取引のうち、解

約不能のものに係る未経過リース料

一年内 8,799,729千円

一年超 82,186,685千円

合計 90,986,415千円

オペレーティング・リース取引のうち、解

約不能のものに係る未経過リース料

一年内 9,869,058千円

一年超 64,921,706千円

合計 74,790,764千円
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